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平成３０年４月号 
 

 

～平成 30年 3月 5日から利用開始となり、届出用紙が変更になりました～ 

事業所の社会保険手続きにおける個人番号

（マイナンバー）の利用は、当初の予定から

かなりの期間、見送られる結果となりましたが、いよいよ

平成 30年 3月 5日から利用開始となりました。マイナン

バーの利用に当たり、これまで届出に記入が必要となっ

ていた基礎年金番号について、被保険者のマイナンバー

を記載したときには記載が不要となります。また、これま

では基礎年金番号の記載は不要となっていた算定基礎

届や賞与支払届について、マイナンバーまたは基礎年金

番号を記載する欄が追加され、記載が求められることに

なります。マイナンバーで資格取得届の手続きをした後

には、日本年金機構から基礎年金番号が通知されること

になっており、取得届より後の手続きについては、通知に

記載された基礎年金番号で行うことができます。採用の

ときはマイナンバーで行い、その後の手続きは基礎年金

番号で行うということも考えられます。事業所として利便

性が高い方法を考えておきたいものです。今後、マイナン

バーを利用することによるメリットや、今後、マイナンバー

を利用する場面が増えることが予想されるため、企業としてもマイナンバーの回収・保管・破棄の方法、本人確

認方法等を再確認しておきたいものです。 

平成 30年 3月からの様式変更について 

変更の内容は、マイナンバー欄の追加のほか、様式の A4縦判化、複数の様式の統合（被扶養者（異動）届

と国民年金第 3号被保険者関係届など）などとなります。 

様式の統合では、例えば被保険者資格取得届と70歳以上被用者該当届は1枚となり、今まで別々に届け出て

いたものが1枚で処理が完了することになります。また、複写様式となっていた被扶養者（異動）届・第 3号被保

険者関係届は単票となります。 

 届出の省略としては、被保険者の住所変更届および被保険者の氏名変更届について個人

番号と基礎年金番号が紐付いているときに可能となるとのことです。 
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～雇用保険料率は昨年度と同様。労災保険料率は変更あり～ 

 

 平成 30年度の雇用保険料率 （平成 30年 4月 1日～）※平成 29年度の料率を据え置き 

・一般の事業→1000分の 9（被保険者負担 1000分の 3 事業主負担 1000分の 6） 

・建設の事業→1000分の 12（被保険者負担 1000分の 4 事業主負担 1000分の 8） 

・農林水産・清酒事業→1000分の 11（被保険者負担 1000分の 4 事業主負担 1000分の 7） 

平成 30年度の労災保険料率 

労災保険料が上がる業種・・・製造業など３業種（増加率 0.05％～0.1％） 

労災保険料が下がる業種・・・20業種（増加率 0.05％～0.1％） 

詳細は厚生労働省のホームページをご覧ください。 

 

お遍路にて・・・～第 135回～ 

 

今年も、桜が満開です。桜を見上げると、青い空と相まって、春が来たと実感します。 

 冬が終わらないうちから、スノードロップが「まだ寒いなぁ」と言うように白い花を首をすぼめうなだれ

て咲き、水仙がやせ我慢して背中を伸ばして凛として、更に香りに誘われたようにチンチョウゲが咲きほこ

ろびます。 春の花のクライマックスとしての桜。今年は、天気も良さそうですので、

存分に楽しみたいと思います。 

 

 ３月の中旬に、労働法の研究会が札幌でありました。テーマは奨学金といわゆる「お礼奉公」に関するも

のでした。この春に医療関係の専門学校を卒業した方の中には、医療機関からの奨学金を受けられて卒業さ

れた方も多いと思います。また、そのような専門学生に奨学金を援助しておられる医療機関も多数あります。 

 通常、３年から５年の期間を勤務すれば奨学金を全額免除するというものですが、色々な問題があり、研

究会で取り上げていました。 

「借りた金は返しなさい。でも５年勤務すれば病院の好意として免除するよ」とは、貸した方としては当然

の事です。また、借りた方も、一身に帰属する資格が取れる、卒業したら職も得て経験も積める、というメ

リットもあり、これまでさほど大きな問題になって来ませんでした。 

 しかし、様々な理由で途中で退職した場合に、全額一括返済を巡り表面化してきます。 

 憲法２２条には「職業選択の自由」があり奨学金制度がこれに抵触し、また労基法１６「労働契約の不履

行について違約金を定め、損害賠償額を予定してはいけない」に違反しないか？更に、同１４条に定める３

年を超えると労働契約は無効である、とが争われています。 

 では、奨学金を交付する場合はどうすれば良いか？「○年勤務すれば全額免除」という内容ではなく、 

①「金銭消費貸借契約」を締結して賃金か貸与したものかを明確にする 

②返済期間は３年以内とする 

③在職中は返済額と同額を手当として支給するなど免除処置をとる 

④中途で退職する場合には、残余の金額についての返済方法について分割か残金一括か定める 

ことに十分注意が必要です。 

 

 お断り：後半の般若心経のご紹介は、研究会やら無理がたたり智恵熱が出てお休み 


